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(単位：円)

資 産 の 部

Ⅰ   固 定 資 産

  1    有形固定資産

土地 714,518,060

建物 674,792,605

減価償却累計額 △ 103,895,165 570,897,440

構築物 4,430,411

    減価償却累計額 △ 251,677 4,178,734

工具器具備品 109,813,671

減価償却累計額 △ 31,386,987 78,426,684

図書 1,199,825,919

美術品･収蔵品 3,600,000

車両運搬具 6,555,389

減価償却累計額 △ 3,622,128 2,933,261

建設仮勘定 630,416,000

　有形固定資産合計 3,204,796,098

  2    無形固定資産

ソフトウェア 56,204,167

　無形固定資産合計 56,204,167

 3 　投資その他の資産

長期前払費用 2,540,065

　投資その他の資産合計 2,540,065

固定資産合計 3,263,540,330

Ⅱ   流 動 資 産

現金及び預金 457,218,677

未収金 19,091,813

棚卸資産 225,456

前払費用 2,029,769

流動資産合計 478,565,715

資産合計 3,742,106,045

貸借対照表
（令和７年３月３１日）
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負 債 の 部

Ⅰ   固 定 負 債

       長期寄附金債務（注） 110,609,507

       退職給付引当金 36,689,427

       リース債務 13,261,151

   　　　固定負債合計 160,560,085

Ⅱ   流 動 負 債

       預り補助金等（注） 144,484,459

       預り施設費（注） 487,648,000

       寄附金債務（注） 1,100,000

       未払金 96,298,793

       未払費用 1,005,694

       未払消費税等 193,100

       前受金 44,400

       預り金 9,638,898

       科学研究費助成事業等預り金 2,900,707

       リース債務 9,516,118

  　　 　流動負債合計 752,830,169

 　　　　　負債合計 913,390,254

純資産の部 

Ⅰ   資 本 金

       地方公共団体出資金 1,318,970,000

　    　 資本金合計 1,318,970,000

Ⅱ   資本剰余金

       資本剰余金 3,600,000

       　　 減価償却相当累計額（△）（注） △ 101,692,120

   　　　資本剰余金合計 △ 98,092,120

Ⅲ   利益剰余金

       教育研究の質の向上及び組織運営の改善積立金（注） 178,922,181

       積立金 1,289,364,249

       当期未処分利益 139,551,481

　      (うち当期総利益 )

   　　　利益剰余金合計 1,607,837,911

 　　　純資産合計 2,828,715,791

 　　　　負債純資産合計 3,742,106,045

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

139,551,481
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損益計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日 ）

(単位：円)

 経常費用

   業 務 費

     教育経費 350,382,109

     研究経費 60,687,056

     教育研究支援経費 61,769,602

     受託研究費 4,593,020

     役員人件費 23,563,320

     教員人件費 692,640,318

     職員人件費 291,574,226 1,485,209,651

   一般管理費 90,473,252

   財務費用

     支払利息 985,863 985,863

 　経常費用合計 1,576,668,766

 経常収益

   運営費交付金収益（注） 904,947,400

   授業料収益（注） 650,080,800

   入学金収益（注） 75,340,000

   検定料収益 14,687,800

   受託研究収益（注） 5,034,756

   受託事業等収益（注） 800,800

   寄附金収益（注） 39,962,361

   補助金等収益（注） 17,383,331

   雑益

     財産貸付料収益 3,785,035

     手数料収益 1,411,060

     研究関連収入 1,866,000

     大学入学共通テスト実施経費収益 489,960

     その他の雑益 430,944 7,982,999

　 経常収益合計 1,716,220,247

　　 経常利益 139,551,481

 当期純利益 139,551,481

 当期総利益 139,551,481

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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資本剰余金を減額したコスト等に関する注記

当期総利益 139,551,481

　減価償却相当額 △ 50,846,050

　賞与引当増加相当額 △ 4,224,324

　退職給付引当増加相当額（注） △ 1,739,401

　小計 △ 56,809,775

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 82,741,706

科学研究費助成事業等に関する注記

当期受入額 6,220,000

当期支出額 11,657,469
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キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日 ）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 328,009,728

人件費支出 △ 984,787,435

その他の業務支出 △ 95,487,189

運営費交付金収入 904,947,400

授業料収入 562,694,600

入学金収入 75,340,000

検定料収入 14,687,800

受託研究収入 4,971,450

受託事業等収入 5,102,165

補助金等収入 148,523,140

寄附金収入 1,300,000

その他の収入 6,371,776

科学研究費助成事業等預り金収支差額 △ 3,846,310

その他預り金の増減額 △ 2,495,745

業務活動によるキャッシュ・フロー 309,311,924

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 693,238,745

施設費による収入 487,648,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 205,590,745

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 9,100,017

利息の支払額 △ 985,863

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 10,085,880

Ⅳ 資金増加額 93,635,299

Ⅴ 資金期首残高 363,583,378

Ⅵ 資金期末残高 457,218,677
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　（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益

当期総利益

Ⅱ　　利益処分額

積立金

地方独立行政法人法第４０条第３項により

設立団体の長の承認を受けようとする額

　教育研究の質の向上及び組織運営の改善積立金 139,551,481 139,551,481

利益の処分に関する書類（案）

139,551,481

139,551,481

0
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重要な会計方針 

「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」（令和４年８月３ 

１日改訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解』 

に関するＱ＆Ａ」（令和６年３月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準等」とい 

う。）を適用して、財務諸表等を作成しています。 

なお、地方独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入によ 

る改訂内容については、令和６事業年度から適用しています。 

１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用しています。 

２ 減価償却の会計処理方法 

  耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、学校法人旭川志峯学 

院から承継した固定資産については承継時の残存耐用年数を用いています。 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しています。なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物    2年～47年 

建物附属設備 2年～18年 

構築物  11～45年 

工具器具備品 2年～9年 

車両運搬具   1年～4年 

また、工具器具備品（リース資産）・車両運搬具（リース資産）についてはリー

ス期間を耐用年数とする定額法によっています。

特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準（以下「基準」という。）第87）に

かかる減価償却相当額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控 

除して表示しています。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しています。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法 

人内における利用可能期間（5年）に基づいております。 
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３ 引当金の計上基準 

 （１）賞与引当金及び見積額の計上基準 

賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、 

賞与引当金は計上していません。 

なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額 

は、当事業年度末の賞与引当相当額から当事業年度期首の同相当額を控除した 

額を計上しております。 

 

 （２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

    教職員の退職一時金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債 

務の見込額に基づき計上しております。期末自己都合要支給額を退職給付債務 

とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

また、旭川市からの出向職員については、一定期間後に旭川市に復帰することを 
予定しており、本学での勤務に係る退職給与は支給しない条件で採用しているた 
め、退職給付に係る引当金は計上しておらず、資本剰余金を減額したコストとして 
認識しております。 
なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額 

は、地方独立行政法人会計基準第３６第５項に基づき計算された退職一時金に係る 
退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

 

 ４ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品：移動平均法  

 

 ５ リース取引の会計処理方法 

   リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売 

買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。リース料総額が300万円未満 

のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた 

会計処理によっています。 

 

 ６ 消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 
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重要な会計方針の変更

当事業年度より、サービス等の提供により得た収入のうち金融商品に係る取引及びリー

ス取引等を除く、「顧客との契約」から生じた取引は、改訂後の地方独立行政法人会計基

準等を適用し、基準「第 84 サービス等の提供による収益の会計処理」に基づき収益を認

識しています。これによる経常利益及び当期総利益への影響はありません。 

注記事項 

１ 貸借対照表関係 

（１）運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額 

50,490,321円 

２ キャッシュ・フロー計算書関係 

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金勘定     457,218,677円 

資金期末残高  457,218,677円 

（２）重要な非資金取引の内容 

ア 現物寄附による固定資産の取得

工具器具備品   1,623,900円 

図書 587,208円 

  合計 2,211,108円 

イ 寄附物品の取得

消耗品費 1,166,000円 

備品費  1,700,800円 

合計  2,866,800円 
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３ 公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコスト 

（１）業務費用

①損益計算書上の費用   1,576,668,766円 

②（控除）自己収入等 △789,502,287円

業務費用合計  787,166,479円

（２）資本剰余金を減額したコスト等  56,809,775円 

（３）機会費用

地方公共団体出資等の機会費用    22,273,365円 

（４）公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

866,249,619円 

公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記にお 

ける機会費用の計上方法 

地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率は、新発10年国債の令和7 

年3月末利回りを参考に1.485％で計算しています。 

４ 重要な債務負担行為 

当期に契約を締結し、翌期以降に支払が発生する重要なものは次のとおりです。 

件名 契約金額 翌期以降支払予定額 

新学部校舎新築工事 1,723,700,000円 1,168,670,000円 

新学部校舎新築電気設備工事 227,590,000円 227,590,000円 

新学部校舎新築機械設備工事 348,480,000円 348,480,000円 

新学部校舎新築工事監理業務 30,580,000円 30,580,000円 

計 2,330,350,000円 1,775,320,000円 

５ 重要な後発事象 

該当する事項はありません。 
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６ 金融商品の時価等に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項

  当法人は、資金運用については預金に限定し実施しております。 

資金運用にあたっては当法人が適用する地方独立行政法人法第43条の規定に基

づき実施しておりますが、公債・社債及び株式等は保有しておりません。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

現金及び預金、未払金は、短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似す 

ることから、注記を省略しています。 

７ 退職給付に係る注記 

（１）採用している退職給付制度の概要

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用して

おります。 当該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡

便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

（２）確定給付制度 

ア 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金    16,243,212円

退職給付費用   21,262,890円

  退職給付の支払額  △816,675円

期末における退職給付引当金 36,689,427円

イ 退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 21,262,890円
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附　属　明　細　書



附属明細書

当期償却額
当期

減損損失

当期
減損損失
相当額

建物 637,460,000 0 0 637,460,000 101,692,120 50,846,050 0 0 0 535,767,880

計 637,460,000 0 0 637,460,000 101,692,120 50,846,050 0 0 0 535,767,880

建物 15,551,549 21,781,056 0 37,332,605 2,203,045 1,862,172 0 0 0 35,129,560

構築物 1,537,411 2,893,000 0 4,430,411 251,677 152,590 0 0 0 4,178,734

工具器具備品 65,984,641 43,829,030 0 109,813,671 31,386,987 17,446,458 0 0 0 78,426,684

図書 1,194,749,656 7,128,490 2,052,227 1,199,825,919 0 0 0 0 0 1,199,825,919

車両運搬具 6,555,389 0 6,555,389 3,622,128 1,466,627 0 0 0 2,933,261

計 1,284,378,646 75,631,576 2,052,227 1,357,957,995 37,463,837 20,927,847 0 0 0 1,320,494,158

土地 681,510,000 33,008,060 0 714,518,060 0 0 0 0 0 714,518,060

美術品・収蔵品 3,600,000 0 0 3,600,000 0 0 0 0 0 3,600,000

建設仮勘定 26,730,000 636,694,060 33,008,060 630,416,000 0 0 0 0 0 630,416,000

計 711,840,000 669,702,120 33,008,060 1,348,534,060 0 0 0 0 0 1,348,534,060

土地 681,510,000 33,008,060 0 714,518,060 0 0 0 0 0 714,518,060

建物 653,011,549 21,781,056 0 674,792,605 103,895,165 52,708,222 0 0 0 570,897,440

構築物 1,537,411 2,893,000 0 4,430,411 251,677 152,590 0 0 0 4,178,734

工具器具備品 65,984,641 43,829,030 0 109,813,671 31,386,987 17,446,458 0 0 0 78,426,684

図書 1,194,749,656 7,128,490 2,052,227 1,199,825,919 0 0 0 0 0 1,199,825,919

美術品・収蔵品 3,600,000 0 0 3,600,000 0 0 0 0 0 3,600,000

車両運搬具 6,555,389 0 0 6,555,389 3,622,128 1,466,627 0 0 0 2,933,261

建設仮勘定 26,730,000 636,694,060 33,008,060 630,416,000 0 0 0 0 0 630,416,000

計 2,633,678,646 745,333,696 35,060,287 3,343,952,055 139,155,957 71,773,897 0 0 0 3,204,796,098

ソフトウェア 95,354,160 0 0 95,354,160 39,149,993 20,061,358 0 0 0 56,204,167

計 95,354,160 0 0 95,354,160 39,149,993 20,061,358 0 0 0 56,204,167

長期前払費用 0 2,540,065 0 2,540,065 0 0 0 0 0 2,540,065

計 0 2,540,065 0 2,540,065 0 0 0 0 0 2,540,065

摘要

投資その他の
資産

有形固定資産
合計

非償却資産

差引当期末
残高

減損損失累計額

期末残高

減価償却累計額

無形固定資産

有形固定資産
（特定償却資
産）

有形固定資産
（特定償却資産
以外）

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額

・工具器具備品の当期増加額の主な内訳は、ファイルサーバ等更新（14,377,000円）、短期大学部校舎エアコン設置工事（12,259,500円）、介護実習室特殊
浴槽設置工事（7,896,130円）です。

・建設仮勘定の当期増加額の主な内訳は、新学部校舎設計及び新築工事（603,686,000円）です。

（１） 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第８７　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係
る特定の
　　除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：円）
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（２） 棚卸資産の明細

（３） 有価証券の明細

　　（３）－１　流動資産として計上された有価証券
該当事項はありません。

　　（３）－２　投資その他の資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

（４） 長期貸付金の明細

（５） 長期借入金の明細

（６） 公立大学法人債の明細

（７） 引当金の明細

（８） 資産除去債務の明細

（９） 保証債務の明細

36,689,427

種類

（単位：円）

その他

168,716 225,456

期首残高

107,216

61,500 67,900

157,556

当期増加額

当期購入・
製造・振替

貯蔵品（郵券）

期末残高 摘要
目的使用 その他

67,900

225,456

図書カード・
収入印紙0

0計

0

0

0

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

区分 期首残高 当期増加額

計

該当事項はありません。

16,243,212 21,262,890

該当事項はありません。

退職給付引当金 16,243,212 21,262,890

（単位：円）

当期減少額

払出・振替 その他

107,216

期末残高

157,5560

摘　要

816,675 0 36,689,427

貯蔵品（その他）

816,675

61,500

168,716

当期減少額

0
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（１０） 資本剰余金の明細

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

3,600,000 0 0 3,600,000

3,600,000 0 0 3,600,000

（１１） 目的積立金の取崩しの明細
該当事項はありません。

計

（単位：円）

区分

贈与資本剰余金
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（１２） 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

　　（１２）－１　運営費交付金債務

令和6年度 0 904,947,400 904,947,400 0 904,947,400 0

計 0 904,947,400 904,947,400 0 904,947,400 0

　　（１２）－２　運営費交付金収益

（１３） 地方公共団体等からの財源措置の明細

施設整備費
補助金

26,730,000 47,850,000 0 0 0 74,580,000 （注）

施設整備費
補助金

0 413,068,000 0 0 0 413,068,000 （注）

計 26,730,000 460,918,000 0 0 0 487,648,000

（注）期末残高487,648,000円は建設仮勘定へ充当しております。

904,947,400

904,947,400

資本剰余金 施設費収益 その他
当期交付額区　分

（単位：円）

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額
期末残高運営費交付

金収益
資本剰余金 小計

当期振替額

　　（１３）－１　施設費の明細

期首残高

（単位：円）

（単位：円）

業務等区分 合計

計

期間進行基準

摘　　要
期末
残高

令和６年度交付分

904,947,400

左の会計処理内訳

904,947,400
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大学・高専成長分
野転換支援基金助
成金(フェーズ1)

大学改革
支援・学
位授与機

構

直接
経費

0 16,579,860 0 0 0 16,579,860 0 0 0

大学・高専成長分
野転換支援基金助
成金(フェーズ2)

大学改革
支援・学
位授与機

構

直接
経費

0 144,000,000 0 0 0 0 0 144,000,000 0

JA 研 究 奨 励 費

一般社団
法人日本
協同組合
連携機構

直接
経費

287,930 0 0 0 0 287,930 0 0 0

牧誠財団研究助成
公益財団
法人牧誠
財 団

直接
経費

0 400,000 0 0 0 399,943 0 57 0

国 土 地 理 協 会
学 術 研 究 助 成

公益財団
法人国土
地理協会

直接
経費

0 600,000 0 0 0 115,598 0 484,402 0

直接
経費

287,930 161,579,860 0 0 0 17,383,331 0 144,484,459 0

間接
経費

0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 287,930 161,579,860 0 0 0 17,383,331 0 144,484,459 0

　　（１３）－２　補助金等の明細
（単位：円）

名 称 交 付 元
経 費
の 別

期首
残高

当 期
交 付 額

当　　期　　振　　替　　額

期末
残高

摘 要長 期 繰 延
補 助 金 等

資 本
剰 余 金

補 助 金 等
収 益

長 期 預 り
補 助 金 等

そ の 他

合　　計
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（１４） 役員及び教職員の給与の明細

 規則に基づいています。
 常勤理事については、「公立大学法人旭川市立大学職員給与規則」に基づいています。

理事長に及び副理事長に対する退職手当については、「公立大学法人旭川市立大学役員退職手
 規則」に基づいています。

 「公立大学法人旭川市立大学再任用職員の就業等に関する規則」
 「公立大学法人旭川市立大学非常勤講師の就業等に関する規程」
 「公立大学法人旭川市立大学臨時職員等の就業等に関する規程」に基づいています。

３　支給人数は、報酬又は給与は年間平均支給人数で、退職給付は年間支給人数で記載していま

４　上表の金額には、法定福利費（163,870,121円)は含まれていません.

合計

常勤

非常勤 0

21,872,359 97

１　役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要
①役員報酬

②退職手当

 常勤理事については、「公立大学法人旭川市立大学職員退職手当規則」に基づいています。

２　教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要
①教職員給与

97

教職員に対する給与については、「公立大学法人旭川市立大学職員給与規則」
 「公立大学法人旭川市立大学特別任用職員の就業等に関する規則」

（単位：円、人）

区分
報酬又は給与等 退職給付

金額 支給人員 金額 支給人員

職員

常勤

非常勤

計

2731,180

20,000,820

4746,212,128

822,035,384 173

232,745,640 52

役員

常勤

非常勤

計 3,562,5004 2

529,205,094 77 12,836,733 57

5,397,118

47 5,473,126 38

0

②退職手当
教職員に対する退職手当については、「公立大学法人旭川市立大学職員退職手当規則」

　 に基づいています。

19,269,640 2 23,562,500

0 0

教員

常勤

非常勤 0040,083,830

理事長、副理事長及び非常勤役員に対する報酬については、「公立大学法人旭川市立大学役

40

0

計 117569,288,924 12,836,733 57

5,473,126 38

5

775,823,256 126

227,348,522

計

21,872,359

0
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（１５） 開示すべきセグメント情報

旭川市立大学
旭川市立大学
短期大学部

法人共通 合計

業務費用

業務費 935,015,716 235,056,389 315,137,546 1,485,209,651

教育経費 287,908,979 62,473,130 0 350,382,109

研究経費 47,912,431 12,774,625 0 60,687,056

教育研究支援経費 50,756,082 11,013,520 0 61,769,602

受託研究費 1,598,693 2,994,327 0 4,593,020

役員人件費 0 0 23,563,320 23,563,320

教員人件費 546,839,531 145,800,787 0 692,640,318

職員人件費 0 0 291,574,226 291,574,226

一般管理費 44,132,852 11,770,570 34,569,830 90,473,252

財務費用 0 0 985,863 985,863

小　計 979,148,568 246,826,959 350,693,239 1,576,668,766

業務収益

運営費交付金収益 505,154,433 109,613,041 290,179,927 904,947,400

授業料収益 545,550,200 104,530,600 0 650,080,800

入学金収益 59,640,000 15,700,000 0 75,340,000

検定料収益 12,676,600 2,011,200 0 14,687,800

受託研究収益 1,734,756 3,300,000 0 5,034,756

受託事業等収益 0 800,800 0 800,800

寄附金収益 865,958 3,145,950 35,950,453 39,962,361

補助金等収益 803,471 0 16,579,860 17,383,331

雑益 0 0 7,982,999 7,982,999

小　計 1,126,425,418 239,101,591 350,693,239 1,716,220,247

業務損益 147,276,850 △ 7,725,369 0 139,551,481

土地 109,392,715 96,602,842 508,522,503 714,518,060

建物 87,404,398 77,185,334 406,307,708 570,897,440

工具器具備品 0 0 78,426,684 78,426,684

図書 1,199,825,919 0 0 1,199,825,919

現金及び預金 0 0 457,218,677 457,218,677

その他 0 0 721,219,265 721,219,265

帰属資産 1,396,623,032 173,788,176 2,171,694,837 3,742,106,045

旭川市立大学
旭川市立大学
短期大学部

法人共通 合計

減価償却費 29,738,493 6,751,379 4,499,333 40,989,205

減価償却相当額 7,784,530 6,874,386 36,187,134 50,846,050

賞与引当増加相当額 2,292,118 611,260 1,320,946 4,224,324

退職給付引当増加見積額 0 0 1,739,401 1,739,401

（単位：円）

区分

１　本学の業務に応じてセグメントを旭川市立大学、短期大学部に区分し、各セグメントに配賦できない業務費
用及び業務収益、帰属資産を共通として区分しています。

２　共通に区分した業務費用の主なものは以下のとおりです。
・職員人件費　291,574,226円 ・役員人件費　23,563,320円

３　共通に区分した業務収益の主なものは以下のとおりです。
・運営費交付金収益　290,179,927円　・寄附金収益　35,950,453円　・補助金等収益　16,579,860円

（単位：円）

４　共通に区分した帰属資産の主なものは以下のとおりです。
・土地　508,522,503円 ・建物　406,307,708円 ・現金及び預金　457,218,677円

５　減価償却費、減価償却相当額、賞与増加見積額及び退職給付引当増加見積額は次のとおりです。
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（１６）業務費及び一般管理費の明細

    教育経費
消耗品費 23,854,768
備品費 4,351,260
印刷製本費 6,771,789
水道光熱費 50,585,059
旅費交通費 12,718,245
通信運搬費 3,081,886
賃借料 6,543,062
車両燃料費 618,318
福利厚生費 4,619,602
保守費 22,990,010
修繕費 27,317,541
損害保険料 2,061,012
行事費 90,356
諸会費 2,776,103
交際費 42,173
報酬･委託･手数料 68,654,473
奨学費 87,297,200
租税公課 10,400
減価償却費 24,536,852
貸倒損失 229,000
雑費 1,233,000 350,382,109

    研究経費
消耗品費 9,661,479
備品費 26,095,903
印刷製本費 110,707
水道光熱費 9,187,513
旅費交通費 5,898,939
通信運搬費 303,336
賃借料 169,900
車両燃料費 5,339
保守費 102,007
修繕費 2,211,089
損害保険料 167,794
諸会費 2,196,759
報酬･委託･手数料 4,247,961
減価償却費 328,330 60,687,056

    教育研究支援経費
消耗品費 17,086,778
備品費 6,464,680
印刷製本費 3,536,519
図書費 2,052,227
水道光熱費 6,913,889
旅費交通費 274,405
通信運搬費 8,566,369
賃借料 77,396
車両燃料費 49,183
保守費 5,368,514
修繕費 10,003
損害保険料 125,236
諸会費 879,199
報酬･委託･手数料 6,016,007
租税公課 450
減価償却費 4,348,747 61,769,602

    受託研究費
消耗品費 1,420,128
水道光熱費 21,750
旅費交通費 654,687
通信運搬費 19,120
損害保険料 5,775
報酬・委託・手数料 2,471,560 4,593,020

（単位：円）
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    役員人件費
常勤役員人件費

報酬 15,113,390
賞与 4,156,250
退職給付費用 3,562,500 22,832,140

非常勤役員人件費
報酬 731,180 731,180 23,563,320

    教員人件費
常勤教員人件費

給料 423,815,467
賞与 105,389,627
退職給付費用 12,836,733
法定福利費 110,336,065 652,377,892

非常勤教員人件費
給料 40,083,830
法定福利費 178,596 40,262,426 692,640,318

    職員人件費
常勤職員人件費

給料 182,927,131
賞与 44,421,391
退職給付費用 5,473,126
法定福利費 51,996,371 284,818,019

非常勤職員人件費
給料 5,397,118
法定福利費 1,359,089 6,756,207 291,574,226

    一般管理費
消耗品費 2,111,423
備品費 1,274,480
印刷製本費 7,536,774
水道光熱費 1,201,174
旅費交通費 5,406,553
通信運搬費 1,472,735
賃借料 604,608
車両燃料費 166,661
福利厚生費 2,212,648
保守費 7,948,175
修繕費 714,621
損害保険料 351,798
広告宣伝費 15,679,753
諸会費 1,830,800
交際費 5,750
報酬･委託･手数料 26,650,567
銀行手数料 1,803,263
租税公課 1,726,193
減価償却費 11,775,276 90,473,252
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（１７） 寄附金の明細

（単位：円、件）

区　分 当期受入額 件数

旭川市立大学

旭川市立大学短期大学部

法人共通

合　計

（１８） 受託研究の明細

（単位：円）

委託者 経費の別 期首残高 受託研究収益 期末残高

776,600 0

77,660 0

558,800 0

33,990 0

3,287,706 0

300,000 0

4,623,106 0

411,650 0

（１９） 共同研究の明細

該当事項はありません。

（２０） 受託事業等の明細

（単位：円）

委託者 経費の別 期首残高 受託事業等収益 期末残高

800,800 0

0 0

800,800 0

0 0

地方公共団体等
（設立団体以外）

直接経費 0 558,800

間接経費 0 33,990

865,958

3,145,950

4

8

うち現物寄附 765,958円　　3件

うち現物寄附　　3,145,950円　　8件

地方公共団体
（設立団体）

直接経費 0 776,600

間接経費 0 77,660

合　計
直接経費 0 800,800

間接経費 0 0

当期受入額

地方公共団体等
（設立団体以外）

直接経費 0 800,800

間接経費 0 0

直接経費 0 3,287,706

間接経費 0 300,000

0 411,650

摘　要

合　計
直接経費

間接経費

0 4,623,106

6,377,908 16 うち現物寄附　　5,077,908円　 12件

2,366,000 4 うち現物寄附　　1,166,000円　　1件

当期受入額

独立行政法人
・国立大学法人
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（２１） 科学研究費助成事業等の明細

（単位：円、件）

種　目 当期受入額

( 1,500,000 )

450,000

( 2,820,000 )

846,000

( 800,000 )

240,000

( 1,100,000 )

330,000

( 6,220,000 )

1,866,000

（注）上段（）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しております。

件数 摘要

基盤研究（Ｂ） 4

基盤研究（Ｃ） 15

若 手 研 究 3

研究活動スター
ト 支 援

1

合　計 23
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（２２） 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

① 現金及び預金

残高

255,960

456,962,717

457,218,677

② 未払金

残高

12,029,898

45,734,066

17,408,273

21,126,556

96,298,793計

区分 備考

人件費

業務費

一般管理費

資産

計

（単位：円）

（単位：円）

区分 備考

普通預金

小口現金
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